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医薬・生活衛生局所管一般会計補助金等に係る承認基準の特例 

 

 

 医薬・生活衛生局所管一般会計補助金等に係る「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律」（昭和３０年法律第１７９号）第２２条の規定に基づく財産処分については、原則として

「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」（平成２０年４月１７日会発第０

４１７００１号。以下「厚生労働省承認基準」という。）に基づくこととするが、以下について

は、この承認基準の特例によることとする。 

 

１ 申請手続の書類の特例 

  水道施設整備費補助金等により取得した水道施設（以下「水道施設の補助施設等」という。）

の財産処分に係る承認申請等については、厚生労働省承認基準の別紙様式１及び別紙様式２に

よらず、それぞれ別添の様式１及び様式２により提出すること。 

 

２ 申請手続の特例（包括承認事項） 

地方公共団体が行う経過年数が１０年未満の水道施設の補助施設等の無償譲渡又は無償貸付

であって、水道事業の広域化（事業統合又は経営の一体化）のために、当該水道事業を継承し、

又は継承しようとする水道事業者が当該水道事業の用に供する場合は、厚生労働省承認基準第

２の２に規定する包括承認事項として取り扱うこととする。 

 

３ 国庫納付に関する承認の基準の特例 

次の場合については、国庫納付に関する条件を付さずに承認するものとする。 

（１） 地方公共団体が、当該事業に係る社会資源が当該地域において充足しているとの判

断の下に行う、水道施設を整備するために水道施設整備費補助金等により取得した経

過年数が１０年以上である土地の財産処分（有償譲渡及び有償貸付を除く。）。 

（２） 特定多目的ダム法（昭和 32 年法律第 35 号）第７条第１項の規定に基づき、同法施

行令（昭和 32年政令第 188 号）第１条の２第２項に基づき算出した不要支出額を、地

方公共団体が水道施設整備費補助金等を受けて負担した場合において、事業の縮小に

伴い国土交通省から譲渡された土地の財産処分であって、厚生労働大臣等が適当であ

ると個別に認めるもの（有償譲渡及び有償貸付を除く。）。 



 

 

（様式１） 

                                  ○○○   第   号 

                                  （元号） 年  月  日 

 

                 

 厚 生 労 働 大 臣   殿 

 

 

補 助 事 業 者 名                  

 

 

 

 

 

○○施設整備費国庫補助金により取得した△△施設 

           に係る財産処分について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第

２２条に基づき、次のとおりの処分について承認を求めます。 



 

 

１ 処分の種類 （該当するものに○） 
 
 （ 転用 有償譲渡 有償貸付 無償譲渡 無償貸付 交換 抵当権の設定 取壊し又は廃棄 ） 

 

２ 処分の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 処分の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
４ 処分の概要 
 

都道府県名 

 

補助事業者 

 

事業名 

 

補助区分 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

国庫補助相当額 
 
（処分に係る部分の額） 

国庫補助額全体 

 

総事業費 

 

国庫補助年度 

 

経過年数 

 
 

 

円 

 
 

円 

 
 

円 

 
 

年度 

 
 

                  年 

 
譲渡予定額 

（譲渡の場合） 

 
評価額 

 

 
評価額の算出方法（いずれかに○） 

 
 
 

円 

 
 

円 

 
定率法 ・ 定額法 ・ 不動産鑑定額 

 

 

処分に係る財産目録 

 

施設 

名称 

 

 

形状 

寸法 

 

 

数量 

単位 

 

 

処分制限 

 期間 

 

 

 着工・竣工 

 年月日 

 

 

 処分予定 

 年月日 

 

 

備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

５ 承認条件としての納付金 （ 有 無 ） 
 
 ・→無の場合 （次の該当項目に○） 

                                                       
承認基準の第３（国庫納付に関する承認基準） １(1)②（ ア  イ  ウ  エ ） 
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・→有の場合 （次の承認基準の第４の１（有償譲渡又は有償貸付）の該当項目に○） 

 
(1)①（ ア(ｱ)  ア(ｲ)  ア(ｳ)  ）  ② 
 

６ 添付資料 

 ・対象施設の位置図・図面及び写真 

 ・国庫補助金交付決定通知書、確定通知書の写し（保管されてない場合は交付額を確認できる決 

 算書でも可）及び事業実績報告書 

 ・その他参考となる資料



 

（記入要領） 

 

１ 処分の種類 いずれか該当するものを○で囲むこと。 

 

２ 経緯及び処分の理由・内容 

  財産処分をするに至った経緯と理由・内容を記載すること。 

内容については、処分施設毎に処分方法を明らかにしながら記載すること。 

なお、処分対象財産に係る更なる需要増が見込めないことなど、地域における関係施策の推進に

支障がない旨を確認し、その旨記載すること。 

 

３ 処分の概要 

(1)「事業名｣欄については、水道事業名（例：○○簡易水道事業）を記載すること。 

(2)「評価額」欄には、不動産鑑定額又は残存価格（減価償却後の額）を記載し、「評価額の算出方

法」欄では、当該評価額の算出方法等（定率法、定額法又は不動産鑑定額）を○で囲むこと。 

 

４ 承認条件としての納付金 

 財産処分を承認するに当たり、納付金を国庫に納付する旨の条件が付される場合は「有」に、条

件が付されない場合は「無」を○で囲むこと。 

 その上で、承認を求める財産処分が該当する承認基準中の該当項目を○で囲むこと。 

 

５ 添付書類 

(1)対象施設の全部を譲渡又は貸与する場合には、対象施設の図面や写真は添付しなくても構わな

い。 

(2)補助施設建設工事完了の検査済証、備品納品書、補助施設の事業廃止を証明する資料など、経過

期間の確認ができる資料の写しを必ず添付すること。 

(3)その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容や理由を補足する資料を添付するこ

と。 

   



 

（様式２） 

 

                                  ○○○   第   号 

                                  （元号） 年  月  日 

 

 

厚 生 労 働 大 臣  殿 

                

 

補 助 事 業 者 名                 

 

 

 

 

 

         ○○施設等施設整備費国庫補助金により取得した△△施設 

         に係る財産処分の報告について 

 

 

 

 

 

 

 

 標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第

２２条に基づき、次の処分について報告します。 



 

１ 処分の種類（該当するものに○）  

（ 転用 無償譲渡 無償貸付 交換 取壊し又は廃棄 ） 

 

２ 処分の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 処分の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 処分の概要 

 

都道府県名 
 

 

補助事業者 
 

 

事業名 
 

 

補助区分 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

国庫補助相当額 
 

（処分に係る部分の額） 

国庫補助額全体 

 

総事業費 

 

国庫補助年度 

 
 

 

円 

 
 

円 

 
 

               円 

 
 

年度 

 

処分に係る財産目録 

 

施設名称 

 

 

形状寸法 

 

 

   数量 

  単位 

 

 着工・竣工 

 年月日 

 

 処分予定 

 年月日 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 包括承認条件としての該当項目（該当項目を○で囲む。） 

 

  財産処分承認基準通知の第２の２ (1)（ ①  ② ）  (2） 
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６ 添付資料 

 ・対象施設の図面（国庫補助対象部分、面積を明記したもの）及び写真 

 ・国庫補助金交付決定通知書、確定通知書の写し（保管されてない場合は交付額を確認できる決 

 算書でも可）及び事業実績報告書 

 ・その他参考となる資料



 

（記入要領） 

 

１ 処分の種類 いずれか該当するものを○で囲むこと。 

 

２ 経緯及び処分の理由・内容 

  財産処分をするに至った経緯と理由・内容を記載すること。 

内容については、処分施設毎に処分方法を明らかにしながら記載すること。 

なお、処分対象財産に係る更なる需要増が見込めないことなど、地域における関係施策の推進に

支障がない旨を確認し、その旨記載すること。 

 

３ 処分の概要 

(1)「事業名｣欄については、水道事業名（例：○○簡易水道事業）を記載すること。 

(2)「評価額」欄には、不動産鑑定額又は残存価格（減価償却後の額）を記載し、「⑭評価額の算出

方法」欄では、当該評価額の算出方法等（定率法、定額法又は不動産鑑定額）を○で囲むこと。 

 

４ 財産処分承認基準通知の第２の２の該当項目 

 承認を求める財産処分が該当する承認基準中の該当項目を○で囲むこと。 

 

５ 添付書類 

 （１）対象施設の全部を譲渡又は貸与する場合には、対象施設の図面や写真は添付しなくても構わ 

  ない。 

 （２）補助施設建設工事完了の検査済証、備品納品書、補助施設の事業廃止を証明する資料など、 

  経過期間の確認ができる資料の写しを必ず添付すること。 

 （３）その他参考となる資料については、適宜当該財産処分の内容や理由を補足する資料を添付す 

  ること。 

 


